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はじめに 
 
 
我が国の経済状況は、着実に持ち直しているとされており、少しずつではありま

すが経済状況が改善してきております。しかし、先行きは、景気回復に向かうこと

が期待されているものの、未だ不透明であり、今後の動向を引き続き注視する必要

があります。 
また、宇治市の財政状況も景気の低迷等により、平成２３年度の市税収入は平成

２２年度とほぼ同水準にとどまった一方、歳出は扶助費がこの１０年間で２倍、 

１５０億円を超える状況となり、財政の硬直化は確実に進んでいます。さらに、人

口減少・少子高齢社会の進展などにより、行政に求められる役割がますます増大す

る一方で、経済成長が低水準でとどまっており、現在の地方税財政制度を前提とす

ると、中・長期的には、宇治市を取り巻く状況は、より厳しいものになると予想さ

れます。 

こうした状況を踏まえ、限られた経営資源を最大限活用することで、より一層市

民の福祉を増進し、市民満足度を高めていくとともに、最少の経費で最大の効果を

あげられるよう行政経営の品質を向上させるため、引き続き行政改革の取り組みを

推進していく必要があります。 

本市における行政改革は、昭和６１年に「宇治市行政改革大綱」を策定して以来、

第５次行政改革まで順次取り組みを実施しており、一定の成果をあげてきたところ

です。 
これまでの行政改革における取り組みの成果・課題を踏まえ、今後の行政改革の

推進にあたり、宇治市行政改革審議会を平成２４年５月２４日に設置し、宇治市第

６次行政改革に関する方策について諮問を行いました。その後５回の審議を経て、

平成２５年３月２９日に答申を頂きました。この答申を十分踏まえ、今後の行政改

革に当たっての基本方針や具体的な方策について以下のとおり取りまとめました。 
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Ⅰ 第６次行政改革の基本方針 
 
 
１ 基本方針 
 
○ 基本指針 

行政改革の着実な推進を図るため、「最少の経費で最大の効果を挙げる」という地

方自治運営の基本原則に立ち返り、宇治市第５次総合計画（計画期間：平成２３

年度～平成３３年度）の基本構想に定められている「信頼される都市経営のまち」

に基づき、「行政改革・適正な行政運営の推進」を図ることを基本指針とします。 

 

○ 第５次行政改革における課題への対応 

第５次行政改革における課題としては、進捗の遅れている項目について原因を分

析し、課題が何なのかについて明らかにすることや、項目が多すぎることから、真に

取り組むべき項目が見えにくいということがあげられます。 

そのため、進捗の遅れている項目の進行管理のあり方や適切な項目の設定など

についてさらに改善を図ることとします。 

 

○ 進行管理 
行政改革の実効性を高めるために、計画期間中であっても必要に応じて実施項

目の追加や削除が行えるような柔軟な進行管理を行うこととします。 

 

○ 計画の期間 

 これまでの行政改革の取り組み期間を踏まえ、平成２５年度から平成２９年

度までの５年間とします。 
 

○ その他留意点 

個々に進行している行政改革に関する各種部門別計画との整合を図ることとしま

す。 
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２ 基本的な考え方 
第６次行政改革では、これまでの行政改革で進めてきた「選択と集中」によ

る効率化はもちろんのこと、市がより市民満足度を高めるため、新たな行政課

題に果敢に挑戦するためには、これまでの人口の増加と高い経済成長をベース

にした行財政のあり方を見つめ直し、行政サービスについて量から質へと転換

を図る必要があります。 

そのため、既存の事務事業の見直しを図り、限られた経営資源を最大限活用

することでより一層市民の福祉を増進し、市民満足度を高め、最少の経費で最

大の効果をあげるよう取り組んでいく必要があります。 

また、各担当部署の個別の取り組みについては、より一層連携させ、総合的

に推進していくことでより高い成果をあげることが可能になります。このため、

複数の部署で横断的な取り組みが必要なものを実施計画の対象とすることを

基本的な考え方として「第６次行政改革大綱」及び「第６次行政改革実施計画」

を策定しました。 

 

 

 

３ 目標設定と見直し 
   実施計画において、それぞれの行政改革実施項目の各年度の計画を設定して

いますが、行政改革を着実に実行していくためには、PLAN(計画)→DO(実行)
→CHECK(点検・評価)→ACT(改善)のＰＤＣＡサイクルによる、継続的な見直
しを行う必要があるため、毎年、前年度の取り組み状況について点検・評価を

行い、次年度以降の計画について見直すこととします。 

また、取り組みが遅れている場合については、その原因や課題等について、

できる限り具体的に分析を行い、対策を講じるとともに、必要に応じて、計画

期間中であっても実施項目の追加や削除が行えることとします。  
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４ ３つの基本施策 
 
（１） 行政経営の品質向上  

「基本的な考え方」を受け、行政は、これまでの右肩上がりの人口や経済

成長を前提とし、直接供給するサービスの量の拡大を重視した行財政運営か

ら、市民の福祉の増進を図り、市民一人ひとりの満足度を高め、いうまでも

なく最少の経費で最大の効果を得られるよう、真に必要な行政サービスを提

供するために、その役割をしっかりと果たす必要があります。一方で、これ

からの行財政運営は、行政のみでなく社会全体で解決を図る仕組み作りを進

め、未来に向かって持続可能な行財政運営の改革を進めることが必要です。 

そのため、常に市民の視点で、市役所のあらゆる仕組みを相互に連携させ、

組織のあるべき姿に向かって改善を進めることで、市民満足度の高いサービ

スを提供し続けることのできる「行政運営の仕組みの質」である行政経営の

品質を向上させる取り組みを進めます。 

 

（２） 組織・行財政運営の効率化 

行政経営の品質向上を図っていくためには、これまで以上に職員一人ひと

りの能力を高め、管理監督者のマネジメント能力を向上させるとともに、最

も効果をあげやすい組織設計について検証することが必要です。 

また、引き続き市民目線に立った改革を進め、より一層効果的で効率的な

事務事業を目指してそのあり方を常に見直すこと、さらに、歳入の確保や計

画的・効率的な事業推進、公社等の健全経営化に向けた支援などの取り組み

を進めます。 

 

（３） 民間活力の活用と協働によるまちづくり 

保育所の民営化や学校給食調理業務の民間委託化、可燃ごみの収集・運搬

業務の民間委託化を進めて来ましたが、今後も引き続き、さまざまな分野に

おいて民間活力の活用について取り組みを進めます。 

また、市民や地域が自助、共助による取り組みを進められる中で、真に行

政が取り組むべき課題については公助による取り組みを進め、それぞれの立

場を尊重し、責任を果たしつつ、市民参画と協働によって取り組みを進めま

す。 
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５ 推進体制 
   行政改革を着実に実行していくために、行政改革推進本部会議を中心に、各

部・各課においてＰＤＣＡサイクルによる業務の見直しを行いながら、計画期

間中であっても必要に応じて実施項目の追加や削除ができるように、行政改革審議

会を通年設置し、同審議会において検証・評価を行い、適正な進行管理を行い

ます。 
また、進捗状況については、議会に報告するとともに、市政だよりやホーム

ページで公表することにより、広く市民に説明します。 
 
 
  

行政改革審議会 

学識経験者、企業経

営者等、団体代表、

公募市民 

諮 問 
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指

示 

報
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意
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Ⅱ 第６次行政改革の具体的な方策 
 
 
１ 行政経営の品質向上 
 
（１） 市民サービスの品質向上 

市民の満足度を高めていくためには、サービスの量的拡大のみでは困難であ

り、サービスの質そのものを高めなければなりません。とりわけ、市民と接す

る部署ではスムーズな対応そのものがサービスであり、そのことが利用者の満

足度に直結します。その質的向上のために接遇技術の向上、待ち時間の短縮化、

ITを活用した情報発信など市民目線に立ったサービスのあり方を検討します。 
 

（２） 就学前教育の検討 
すべての子どもへの良質な成育環境を保障し、子どもを大切にする社会をさ

らに推進するため、就学前教育のあり方については、子ども・子育て支援新制

度を見据え、市民ニーズの把握を行ったうえで、そのニーズに的確に応えるこ

とが出来る仕組みを検討します。 
 

（３） 公金収納手法の見直し 
公金収納方法の充実は利便性向上の面だけでなく、収納対策においても有効

な手法のひとつです。平成２３年度よりコンビニエンスストア収納を開始しま

したが、今後はクレジットカードなどを活用した新たな収納方法やマルチペイ

メントネットワークを活用した口座振替手続等についても検討します。 
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２ 組織・行財政運営の効率化 
 
（１） 職員の意識改革・マネジメント能力の向上 

市民ニーズが多様化・高度化する中、行政経営の品質向上を図る観点からも、

職員の意識もこれに合わせて改革していく必要があります。職員の意識改革は

人材育成の重要な課題の一つであり、職員研修等を通じて今後の宇治市を担う

人材の育成に努めるとともに、職員の意識改革を図ります。あわせて、管理監

督者のマネジメント能力の向上を図ります。 

また、人事考課においては、多面的評価や評価を給与処遇へ反映することも

検討します。 
 

（２） 組織改革の推進 
組織改革の推進については、社会状況の変化や市民ニーズを的確に捉え、政

策目標に基づいた柔軟で効率的な組織・機構の見直し、また、市民にわかりや

すい名称となるような見直しを図ります。 
あわせて、最少の人員で最大の効果をあげるべく、行政が真に担うべき役割

を見定め、計画的・効率的な事務執行などにより適正な定員管理を進めます。 
 

（３） 給与等の適正管理 
給与制度については、職務・職責を重視した勤務実績が適切に反映される仕

組みを検討するとともに、人事院勧告や類似団体等の状況を踏まえながら、引

き続き給与の適正管理に努めます。 

また、長時間の時間外勤務は職員の活力低下や健康障害を起こす要因となり、

行政運営にも影響を及ぼすため、時間外勤務の縮減に努めます。あわせて、振

替休日の取得についても、振替制度の内容の周知とともに、取得の徹底を図り、

振替率の向上を図ります。 

 
（４） 市税等の徴収率の向上 

市税や各種料金は行財政運営の根幹を成す財源であり、公平・公正の観点か

らも徴収率の向上に努めなければなりません。市税、各種料金によって状況は

異なりますが、共同で課題等の整理や対策を検討し、より一層効果的な取り組

みを進めます。 
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（５） 健全な行財政運営の堅持 
持続可能な行財政運営を継続していくために、社会状況の変化等を十分に踏

まえ、既存の事務事業のあり方の見直しを図ります。 

また、受益と負担の公平性の観点から、使用料・手数料等については適宜見

直しを図るとともに中期の財政見通しの策定を行い、公益性、公平性、費用負

担のあり方等の観点から、各事業や補助金についても見直しを図ります。 

 
（６） 入札制度の充実 

入札制度については、これまでからも、公正で適切な運用を行ってきたとこ

ろですが、社会状況の変化等を十分に踏まえる中で、今後も必要に応じて、よ

り一層手続の透明性、客観性、競争性を高めるため、継続的な見直しを進めま

す。 

電子入札については、平成２３年度に一部導入し、その後、利用の拡大を図

ってきましたが、残る分野への拡大についても検討を進めます。 

 
（７） 公社等の経営健全化 

宇治市が出資を行っている公社等は、行政の一翼を担う目的で設立されてお

り、公益の役割を果たす事業を多く実施しています。それらの事業を効果的・

効率的に実施することで、さらに充実したサービスの提供が可能となることか

ら、経営健全化に向けた取り組みを促進します。 

 
（８） 事務の品質向上 

行政運営は、膨大な事務作業の上に成り立っており、事務作業は行政運営の

根幹です。行政経営の品質を高めるため、一つひとつの事務を見つめ直し、一

層その品質向上を図ります。 

また、適正かつ効率的な事務執行を目指すため、その執行体制のあり方につ

いても見直しを図ります。 

 
（９） 市有財産の有効活用 

未使用の市有財産の売却や貸付は、歳入を増加させるための取り組みのひと

つとして、既に取り組んでいるところです。しかし、市の既存施設には、まだ

まだ活用できる部分が残されている可能性があるため、市庁舎や市管理施設等

の本来の目的に影響を及ぼさない範囲で市の資産をより有効に活用する手法

の研究を進めます。 
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３ 民間活力の活用と協働によるまちづくり 
 
（１） 民営化・民間委託化の推進 

民営化・民間委託化の推進について、民間企業等の経営資源や専門性を有効

に活用することによって、市民サービスの向上や経費削減といった効率化を図

ることとしており、これまで保育所の民営化、学校給食調理業務の民間委託化、

清掃業務の可燃ごみ収集・運搬業務の民間委託化等について進めてきましたが、

今後も引き続き、さまざまな分野において民間活力活用について取り組みを進

めます。 

 
（２） 公の施設の適正な管理 

宇治市の公共施設については、「公の施設の管理運営形態について」で示し

た方針に基づき、指定管理者制度も含めて適切な方法により施設の管理運営を

行ってきたところであり、引き続き市民サービスの向上と効率的な施設運営を

両立させることを最大の目的とした適正な管理運営の取り組みを進めます。 

 
（３） 市民・ＮＰＯ・大学等と行政との協働の推進 

複雑・多様化する市民ニーズに対応していくためには、市民・ＮＰＯ・大学

等と行政のパートナーシップによるまちづくりが重要です。また、安全・安心

のまちづくりの観点からも、地域の絆や共助の取り組みの重要性が高まってい

ます。このため、地域活動の基盤となる地域コミュニティの活性化と市民協働

の推進は喫緊の課題であり、基本的な考え方を整理するとともに、これまで以

上に地域コミュニティやＮＰＯ等への支援や育成等の取り組みを進めます。あ

わせて、協働の取り組みに対する職員の意識の醸成を図ります。 


